平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名:　ぎふ一村一企業ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ運動取組支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　構造改善担当　電話番号：058-272-8422
　　　　　　　　   　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：500千円（前年度予算額：500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県内の農村地域と、社会貢献や福利厚生、教育研修等で農村での活動を検討している企業や大学等を結びつけ、農村にはないノウハウ、資金、人的ネットワークを生かした交流活動や協働活動を展開する「ぎふ一村一企業パートナーシップ運動」を推進するため、農村と企業等との協働・交流活動の企画立案及びその実践活動を支援し、農村地域の活性化を図る。
　（１）事業主体

　　　　農村地域の実践団体又はそれら団体と企業等で構成する実践組織

　（２）補助率

　　　　１／２以内

（３）補助対象事業

　　　・交流・協働活動に関する企画づくり
　　　・交流・協働活動の実践
	２　所要経費


補助金500千円（事業費1,000千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を生かした活力づくり
　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす
・豊かな自然環境や地域資源を生かした交流・体験事業を強化する
　Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
　　１ 森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る
・耕作放棄地の発生を防止・解消する
・多様な主体の農業への参加を促進する
	２　これまでの取組状況


平成19年度に「ぎふ一村一企業パートナーシップ運動」を開始し、農村地域の実践団体と企業等を結びつけるパートナーシップ交流の開催（平成19年）、農村側の情報を企業等へ発信するメールマガジンの創刊（平成20年）、農村地域と協働活動に取り組む企業等を支援するぎふ一村一企業パートナーシップ取組支援事業の創設（平成20年）など、同運動の推進に取り組んできた。

平成20年度には、本運動を展開する企業等を登録するぎふ一村一企業パートナーシップ運動登録制度を創設し、こうした活動の普及と啓発に取り組んできた。
	３　これまでの取組に対する評価


　企業等の社会貢献活動が求められる中、農村地域において企業等が関わるむらづくり活動は県内各地で見受けられるようになり、そこから交流活動や協働活動へと広まりつつある。そうした取り組みを拾い上げ、さらなる普及につなげるため創設したぎふ一村一企業パートナーシップ運動登録制度での登録企業等は、県内外の8団体となった。
　今後は、本運動のさらなる拡大を目指し、企業等との持続性の高い交流・協働活動のきっかけづくりに取り組む農村側の実践団体を支援する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	　500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	要求額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	決定額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500


